
第一七四回 

衆第三三号 

   離島の振興に関する施策の拡充のための離島振興法等の一部を改正する法律案 

 （離島振興法の一部改正） 

第一条 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）の一部を次のように改正する。 

  第七条に次の五項を加える。 

 ９ 国は、都道府県又は市町村が、離島振興対策実施地域の区域内で販売するため当該

離島振興対策実施地域の区域外から自動車又は船舶の燃料用の揮発油等を運搬する者

に対して、当該運搬に要する経費について補助する場合には、政令で定めるところに

より、当該都道府県又は市町村が実質的に負担する部分を生じさせることのないよう、

これに要する経費を補助するものとする。 

 10 国は、離島振興対策実施地域において、情報通信基盤の整備、テレビジョン放送の

視聴が困難な地域の解消その他情報通信技術の利用の機会の格差を是正することを目

的とする事業を行う都道府県又は市町村に対し、政令で定めるところにより、その事

業に要する費用の二分の一を補助するものとする。 

 11 国は、都道府県が離島振興対策実施地域において政令で定める水産業に関する試験

研究施設を設置する場合には、政令で定めるところにより、その設置に要する費用の

十分の九・五を補助するものとする。 

 12 国は、都道府県又は市町村が、離島振興対策実施地域として指定されている離島

（当該離島の一部の地域のみが離島振興対策実施地域として指定されている場合にあ

つては、当該一部の地域。以下この条において同じ。）の区域内に所在する中学校を

卒業し、当該離島の区域外に所在する高等学校に進学した生徒の保護者（当該離島の

区域内に住所を有する者に限る。）に対して、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める費用について補助する場合には、政令で定めるところにより、第一号に係

る経費にあつては当該都道府県又は市町村が実質的に負担する部分を生じさせること

のないよう、第二号に係る経費にあつてはその支給に要する経費の十分の五・五を、

補助するものとする。ただし、当該離島の区域内に高等学校が所在する場合は、この

限りでない。 

  一 当該生徒が保護者と同一の住所に居住する場合 通学費 

  二 当該生徒が保護者と異なる住所に居住する場合 居住費 

 13 国は、離島振興対策実施地域の周辺の海域において、環境の保持又は住民の生活の

安定に有害な影響を及ぼす漂流物を除去し、又は野生生物を駆除する者に対し、政令

で定めるところにより、これに要する経費の二分の一を補助するものとする。 

  第九条の次に次の十八条を加える。 

  （観光振興計画の作成等） 

 第九条の二 都道府県は、離島振興計画に基づき、観光の振興に関する計画（以下「観



光振興計画」という。）を作成することができる。 

 ２ 観光振興計画においては、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

  一 計画期間 

  二 観光地の魅力の増進に関する事項 

  三 観光旅客の受入れの体制の確保に関する事項 

  四 離島振興対策実施地域の宣伝の方針に関する事項 

  五 国際会議等の誘致の方針その他国際会議等の誘致の促進に関する事項 

  六 観光旅客の移動の円滑化に関する事項 

 ３ 観光振興計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項について

定めることができる。 

  一 観光の振興を図るため観光関連施設（スポーツ又はレクリエーション施設、教養

文化施設、休養施設、集会施設、販売施設及び宿泊施設をいう。以下この条及び第

九条の十四において同じ。）の整備を特に促進することが必要とされる次に掲げる

要件を備えている地域（以下「観光振興地域」という。）の区域 

   イ 優れた自然の風景地、文化財等の観光資源を有する地域であること。 

   ロ 自然的社会的条件からみて一体として観光関連施設の整備を図ることが相当と

認められる地域であること。 

   ハ 観光関連施設の用に供する土地の確保が容易であること。 

   ニ 観光関連施設の整備が確実と見込まれる地域であること。 

  二 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第三条第一号イに掲げる一般乗合

旅客自動車運送事業を経営する者又は海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七

号）第二条第五項に規定する一般旅客定期航路事業を営む者が、当該事業の利用者

の利便の増進を図るために実施する事業であつて、国土交通省令で定めるもの（以

下「利用者利便増進事業」という。）に関する事項 

 ４ 第二項第一号の計画期間は、五年以下の期間を定めるものとする。 

 ５ 都道府県は、観光振興計画において第三項第一号の観光振興地域の区域を定めると

きは、あらかじめ関係市町村の意見を聴かなければならない。 

 ６ 都道府県は、観光振興計画について、国土交通大臣に協議し、その同意を求めるこ

とができる。 

 ７ 国土交通大臣は、観光振興計画が次の各号のいずれにも該当するものであると認め

るときは、その同意をするものとする。 

  一 第二項各号に掲げる事項が離島振興計画に適合するものであること。 

  二 第三項第一号の観光振興地域の区域が定められている場合にあつては、当該観光

振興地域が同号に規定する要件に該当し、かつ、離島振興計画に適合するものであ

ること。 

  三 第三項第二号に掲げる事項が定められている場合にあつては、当該事項が離島振



興計画に適合するものであること。 

  四 前三号に掲げるもののほか、離島振興計画に照らして適切なものであること。 

 ８ 国土交通大臣は、観光振興計画につき前項の規定による同意をしようとするときは、

関係行政機関の長に協議しなければならない。 

 ９ 国土交通大臣は、第七項の規定により同意をしようとするときは、国土審議会の意

見を聴かなければならない。 

 10 都道府県は、観光振興計画が第七項の規定による同意を得たときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

  （観光振興計画の変更） 

 第九条の三 都道府県は、前条第七項の規定による同意を得た観光振興計画を変更しよ

うとするときは、国土交通大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

 ２ 前条第五項及び第七項から第十項までの規定は、前項の変更の同意について準用す

る。 

  （海外における宣伝等の措置） 

 第九条の四 独立行政法人国際観光振興機構は、外国人観光旅客の離島振興対策実施地

域への来訪を促進するため、第九条の二第七項の規定による同意を得た観光振興計画

（前条第一項の規定による変更の同意があつたときは、その変更後のもの。以下「同

意観光振興計画」という。）に定める宣伝の方針に基づき、海外における宣伝を行う

ほか、これに関連して同意観光振興計画に係る都道府県（以下「同意都道府県」とい

う。）及び関係市町村が行う海外における宣伝に関する助言その他の措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

  （国際会議等の誘致を促進するための措置） 

 第九条の五 独立行政法人国際観光振興機構は、国際会議等の離島振興対策実施地域へ

の誘致を促進するため、同意観光振興計画に定める国際会議等の誘致の方針に基づき、

次に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。 

  一 同意都道府県及び関係市町村に対し、国際会議等の誘致に関する情報を定期的に、

又は時宜に応じて提供すること。 

  二 海外において同意都道府県及び関係市町村の宣伝を行うこと。 

  （共通乗車船券） 

 第九条の六 運送事業者は、離島振興対策実施地域内を移動する観光旅客を対象とする

共通乗車船券（二以上の運送事業者が期間、区間その他の条件を定めて共同で発行す

る証票であつて、その証票を提示することにより、当該条件の範囲内で、当該各運送

事業者の運送サービスの提供を受けることができるものをいう。）に係る運賃又は料

金の割引を行おうとするときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、

その旨を共同で国土交通大臣に届け出ることができる。 

 ２ 前項の届出をした者は、軌道法（大正十年法律第七十六号）第十一条第二項、道路



運送法第九条第三項後段、海上運送法第八条第一項後段（同法第二十三条において準

用する場合を含む。）又は航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第百五条第一

項後段の規定による届出をしたものとみなす。 

 ３ 第一項に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、地

方運輸局長に委任することができる。 

  （利用者利便増進事業計画の認定） 

 第九条の七 同意観光振興計画に定められた利用者利便増進事業を実施しようとする者

（当該利用者利便増進事業を実施する法人を設立しようとする者を含む。）は、当該

利用者利便増進事業に関する計画（以下「利用者利便増進事業計画」という。）を作

成し、国土交通大臣の認定を申請することができる。 

 ２ 前項の規定による認定の申請は、同意都道府県を経由して行わなければならない。

この場合において、同意都道府県は、当該利用者利便増進事業計画を検討し、意見を

付して、国土交通大臣に送付するものとする。 

 ３ 利用者利便増進事業計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

  一 利用者利便増進事業の目標 

  二 利用者利便増進事業の内容 

  三 利用者利便増進事業の実施時期 

  四 利用者利便増進事業を行うのに必要な資金の額及びその調達方法 

 ４ 国土交通大臣は、第一項の認定の申請があつた場合において、その利用者利便増進

事業計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をす

るものとする。 

  一 前項第一号及び第二号に掲げる事項が同意観光振興計画に照らして適切なもので

あること。 

  二 前項第三号及び第四号に掲げる事項が当該利用者利便増進事業を確実に遂行する

ため適切なものであること。 

 ５ 国土交通大臣は、前項の規定による認定を行つたときは、同意都道府県に対し、速

やかにその旨を通知しなければならない。 

  （利用者利便増進事業計画の変更等） 

 第九条の八 前条第四項の認定を受けた者（その者の設立に係る同条第一項に規定する

法人を含む。以下「認定利用者利便増進事業者」という。）は、前条第四項の規定に

より受けた認定に係る利用者利便増進事業計画を変更しようとするときは、国土交通

大臣の認定を受けなければならない。 

 ２ 国土交通大臣は、認定利用者利便増進事業者が前条第四項の規定により受けた認定

に係る利用者利便増進事業計画（前項の規定による変更の認定があつたときは、その

変更後のもの。以下「認定利用者利便増進事業計画」という。）に従つて利用者利便

増進事業を実施していないと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 



 ３ 前条第二項、第四項及び第五項の規定は、第一項の変更の認定について準用する。 

  （道路運送法等の特例） 

 第九条の九 認定利用者利便増進事業者が、認定利用者利便増進事業計画に従つて利用

者利便増進事業を行うに当たり道路運送法第十五条第一項の認可を受けなければなら

ない場合若しくは同条第三項若しくは同法第十五条の三第二項の届出を行わなければ

ならない場合又は海上運送法第十一条の二第一項の届出を行わなければならない場合

若しくは同条第二項の認可を受けなければならない場合には、これらの規定にかかわ

らず、遅滞なくその旨を国土交通大臣に届け出ることをもつて足りる。 

  （報告の徴収） 

 第九条の十 国土交通大臣は、認定利用者利便増進事業者に対し、利用者利便増進事業

の実施状況について報告を求めることができる。 

  （権限の委任） 

 第九条の十一 第九条の七第四項、第九条の八第一項及び第二項、第九条の九並びに前

条に規定する国土交通大臣の権限は、政令で定めるところにより、地方運輸局長に委

任することができる。 

 ２ 前項の規定により地方運輸局長に委任された権限は、政令で定めるところにより、

運輸監理部長又は運輸支局長に委任することができる。 

  （課税の特例） 

 第九条の十二 同意観光振興計画に定められた観光振興地域の区域内において特定民間

観光関連施設（スポーツ若しくはレクリエーション施設、教養文化施設、休養施設若

しくは集会施設又は販売施設（小売業の業務を行う者の事業の用に供される施設と観

光の振興に資する施設とが一体的に設置される施設で政令で定める要件に該当するも

のであつて、当該施設が当該要件に該当するものとして国土交通大臣が指定するもの

に限る。）であつて、民間事業者が設置及び運営するものをいう。次条において同

じ。）を新設し、又は増設した法人が、当該新設又は増設に伴い新たに機械及び装置、

建物及びその附属設備並びに構築物を取得し、又は製作し、若しくは建設した場合に

は、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）で定めるところにより、課税の

特例の適用があるものとする。 

 ２ 国土交通大臣は、前項に規定する指定を受けた販売施設が同項に規定する政令で定

める要件を欠くに至つたと認めるときは、その指定を取り消すことができる。 

 ３ 第一項に規定する指定に必要な申請その他の手続は、政令で定める。 

  （地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置） 

 第九条の十三 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第六条の規定により、地

方公共団体が、同意観光振興計画に定められた観光振興地域の区域内において特定民

間観光関連施設を新設し、又は増設した者について、当該特定民間観光関連施設に係

る事業に対する事業税、当該特定民間観光関連施設の用に供する建物若しくはその敷



地である土地の取得に対する不動産取得税若しくは当該特定民間観光関連施設の用に

供する機械及び装置、建物若しくは構築物若しくはこれらの敷地である土地に対する

固定資産税を課さなかつた場合又はこれらの地方税に係る不均一の課税をした場合に

おいて、これらの措置が総務省令で定める場合に該当するものと認められるときは、

地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十四条の規定による当該地方公共

団体の各年度における基準財政収入額は、同条の規定にかかわらず、当該地方公共団

体の当該各年度分の減収額（事業税又は固定資産税に関するこれらの措置による減収

額にあつては、これらの措置がされた最初の年度以降五箇年度におけるものに限

る。）のうち総務省令で定めるところにより算定した額を同条の規定による当該地方

公共団体の当該各年度（これらの措置が総務省令で定める日以後において行われたと

きは、当該減収額について当該各年度の翌年度）における基準財政収入額となるべき

額から控除した額とする。 

  （資金の確保等） 

 第九条の十四 国及び地方公共団体は、事業者が行う同意観光振興計画に定められた観

光振興地域の区域内の観光関連施設の整備のために必要な資金の確保その他の援助に

努めるものとする。 

  （公共施設の整備） 

 第九条の十五 国及び地方公共団体は、同意観光振興計画に定められた観光振興地域の

区域における観光の開発を促進するために必要な公共施設の整備の促進に努めるもの

とする。 

  （国等の援助） 

 第九条の十六 国及び地方公共団体は、同意観光振興計画の達成に資するため、当該同

意観光振興計画の実施に必要な事業を行う者に対する助言、指導その他の援助の実施

に努めるものとする。 

  （農林水産業振興計画の作成等） 

 第九条の十七 都道府県は、離島振興計画に基づき、農林水産業の振興に関する計画

（以下「農林水産業振興計画」という。）を作成することができる。 

 ２ 農林水産業振興計画においては、おおむね次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

  一 計画期間 

  二 農林水産業に係る技術の研究開発及び普及に関する事項 

  三 農林水産物の加工及び流通の合理化に関する事項 

  四 農林水産業を担うべき人材の育成及び確保に関する事項 

  五 農林水産業の振興を図るために必要な生産基盤の整備に関する事項 

 ３ 第二項第一号の計画期間は、五年以下の期間を定めるものとする。 

 ４ 都道府県は、農林水産業振興計画について、農林水産大臣に協議し、その同意を求



めることができる。 

 ５ 農林水産大臣は、農林水産業振興計画が離島振興計画に照らして適切なものである

と認めるときは、その同意をするものとする。 

 ６ 農林水産大臣は、農林水産業振興計画につき前項の規定による同意をしようとする

ときは、国土審議会の意見を聴かなければならない。 

 ７ 都道府県は、農林水産業振興計画が第五項の規定による同意を得たときは、遅滞な

く、これを公表するよう努めるものとする。 

  （農林水産業振興計画の変更） 

 第九条の十八 都道府県は、前条第五項の規定による同意を得た農林水産業振興計画を

変更しようとするときは、農林水産大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

 ２ 前条第五項から第七項までの規定は、前項の場合について準用する。 

  （資金の確保等） 

 第九条の十九 国及び地方公共団体は、第九条の十七第五項の規定により同意を得た農

林水産業振興計画（前条第一項の規定による変更の同意があつたときは、その変更後

のもの。）に基づいて行う事業の実施に関し、必要な資金の確保その他の援助に努め

るものとする。 

  第十二条に次の一項を加える。 

 ２ 政府は、道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第五条第一項の規定により一般国

道（同法第三条第二号に規定する「一般国道」をいう。）の路線として海上の区間を

含む路線を指定するときは、近接する離島振興対策実施地域を経過地として定めるよ

う適切な配慮をするものとする。 

  第十九条中「国は」の下に「、第九条の十二に定めるもののほか」を加え、「（昭和

三十二年法律第二十六号）」を削る。 

  第二十条中「（昭和二十五年法律第二百二十六号）」を削り、同条の次に次の一条を

加える。 

  （基準財政需要額の算定における離島振興対策実施地域の特性への適切な配慮） 

 第二十条の二 政府は、離島振興対策実施地域をその区域に含む都道府県及び市町村に

交付すべき地方交付税の額の算定に用いる基準財政需要額の算定に当たつては、離島

振興対策実施地域の特性に適切な配慮をするものとする。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第七条関係） 

項 事 業 の 区 分 国庫の負担又は補助の割合の範囲 

一 農業試

験研究

施設 

農業改良助長法（昭和二十

三年法律第百六十五号）第

二条第二号に規定する試験

研究施設の設置 

十分の九・五 

二 土地改 土地改良法 (一) 土地改 十分の九（ため池の新設、廃止又



良 （昭和二十

四年法律第

百 九 十 五

号）第二条

第二項に規

定する土地

改良事業で

国が行うも

の 

良法第八十

五 条 第 一

項、第八十

五条の二第

一項又は第

八十五条の

三第一項若

しくは第六

項の申請に

より行う農

業用用排水

施 設 の 新

設、管理、

廃止又は変

更 

は変更の工事を含む事業（農業用

用排水施設の軽微な変更の事業で

農林水産大臣の指定するものを除

く。以下この項において同じ。）

であるときは、当該ため池の工事

に係る費用に相当する部分にあつ

ては、十分の九・五、小規模の農

業用の用水施設（ため池を除

く。）の新設、廃止又は変更の工

事で農林水産大臣の指定するもの

を含む事業であるときは、当該用

水施設の工事に係る費用に相当す

る部分にあつては、十分の八） 

   (二) 土地改

良法第八十

五 条 第 一

項、第八十

五条の二第

一項又は第

八十五条の

三第一項若

しくは第六

項の申請に

より行う同

法第二条第

二項第一号

において土

地改良施設

の新設、管

理、廃止又

は変更に含

まれるもの

とされた事

業 

十分の九（ため池の新設又は変更

の工事を含む事業であるときは、

十分の九・五）を超えず、かつ、

十分の七を下らない範囲内で農林

水産大臣が定める割合 

   (三) 土地改

良法第八十

五条の四第

一項の申請

により行う

農用地の造

成（主とし

て家畜の放

牧の目的又

は養畜の業

務のための

採草の目的

十分の七・五を超えず、かつ、十

分の七を下らない範囲内で農林水

産大臣が定める割合 



に供される

農用地の造

成を目的と

するものに

限る。） 

  土地改良法第二条第二項に

規定する土地改良事業で地

方公共団体その他政令で定

める者が行うもの 

土地改良法第百二十六条の政令で

沖縄県の区域内において行う土地

改良事業について定める割合と同

一の割合 

三 林業施

設 

森林法（昭

和二十六年

法律第二百

四十九号）

第四十一条

第三項に規

定する保安

施 設 事 業

（保安林整

備事業とし

て行われる

も の を 除

く。） 

(一) 森林法

第二十五条

第一項第一

号から第三

号までに掲

げる目的を

達成するた

めに行われ

るもの 

災害による土砂の崩壊等の危険な

状況に対処するために緊急治山事

業として行われるもの（以下「緊

急治山事業」という。）以外のも

のにあつては十分の九・五（国以

外の者の行う事業にあつては、十

分の九）、緊急治山事業にあつて

は十分の十 

   (二) 森林法

第二十五条

第一項第四

号から第七

号までに掲

げる目的を

達成するた

めに行われ

るもの 

十分の八 

四 漁港 漁港漁場整備法（昭和二十

五年法律第百三十七号）第

三条第一号に規定する基本

施設及び同条第二号に規定

する機能施設のうち輸送施

設又は漁港施設用地（公共

施設用地に限る。）の修築

事業 

十分の九・五（国以外の者の行う

事業にあつては、十分の九（水産

業協同組合が施行するものにあつ

ては、十分の十）） 

五 道路 一般国道 (一) 新設若

しくは改築

（いずれも

( 二 ) 及 び

(三)に掲げ

るものを除

く。）又は

道路法第十

三条第一項

十分の九・五（国土交通大臣以外

の者の行う事業にあつては、十分

の九） 



に規定する

指定区間外

の一般国道

の修繕 

   (二) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

（昭和二十

九年法律第

百十九号）

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも都市

再 開 発 法

（昭和四十

四年法律第

三十八号）

による市街

地再開発事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の八 

  都道府県道 (一) 新設若

しくは改築

（いずれも

( 三 ) 及 び

(四)に掲げ

るもの並び

に交通安全

施設等整備

事業の推進

に関する法

律（昭和四

十一年法律

第 四 十 五

号）第二条

第三項（第

一 号 を 除

く。）に規

定する交通

安全施設等

整 備 事 業

十分の九 



（以下「交

通安全施設

等 整 備 事

業 」 と い

う。）とし

て行われる

も の を 除

く。）又は

修繕 

   ( 二 )  改 築

（交通安全

施設等整備

事業として

行われるも

ので政令で

定めるもの

に限る。） 

十分の八 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

   (四) 新設又

は改築（い

ずれも都市

再開発法に

よる市街地

再開発事業

に係るもの

に限る。） 

十分の八 

  市町村道 (一) 新設又

は改築（い

ずれも(三)

及び(四)に

掲げるもの

並びに交通

安全施設等

整備事業と

して行われ

るものを除

く。） 

十分の八 

   ( 二 )  改 築

（交通安全

施設等整備

十分の八 



事業として

行われるも

ので政令で

定めるもの

に限る。） 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも道路

の交通に支

障を及ぼし

ている構造

上の原因の

一部を除去

するために

行う突角の

切取り、路

床の改良、

排水施設の

整備又は待

避所の設置

その他政令

で定めるも

の に 限

る。） 

三分の二 

   (四) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

六 港湾 重要港湾 (一) 港湾法

（昭和二十

五年法律第

二 百 十 八

号）第二条

第五項に規

定する港湾

施設（以下

「 港 湾 施

設 」 と い

う。）のう

ち水域施設

又は外郭施

設の建設又

は改良（重

国の行う事業にあつては十分の

八・五、港湾管理者の行う事業に

あつては十分の八 



要な工事に

限る。） 

   (二) 港湾施

設のうち係

留施設又は

臨港交通施

設の建設又

は改良 

国の行う事業にあつては三分の

二、港湾管理者の行う事業にあつ

ては十分の六（本土と離島及び離

島と離島を連絡する橋梁
りよう

の建設又

は改良に係るものにあつては、三

分の二） 

  避難港 (一) 港湾施

設のうち水

域施設又は

外郭施設の

建設又は改

良 

国の行う事業にあつては十分の

八・五、港湾管理者の行う事業に

あつては十分の八 

   (二) 港湾施

設のうち係

留施設の建

設又は改良 

国の行う事業にあつては三分の

二、港湾管理者の行う事業にあつ

ては十分の六 

  地方港湾 (一) 港湾施

設のうち水

域施設又は

外郭施設の

建設又は改

良で港湾管

理者（北海

道にあつて

は、港湾管

理 者 又 は

国）が行う

もの 

十分の八（国が行う工事に係るも

のにあつては、十分の八・五） 

   (二) 係留施

設又は臨港

交通施設の

建設又は改

良で港湾管

理者（北海

道にあつて

は、港湾管

理 者 又 は

国）が行う

もの 

十分の六（本土と離島及び離島と

離島を連絡する橋梁の建設又は改

良に係るもの並びに国が行う工事

に係るものにあつては、三分の

二） 

七 空港 空港法（昭和三十一年法律

第八十号）第四条第一項第

五号に掲げる空港及び同法

第五条第一項に規定する地

方管理空港に係る滑走路、

着陸帯、誘導路、エプロ

十分の八 



ン、排水施設、照明施設、

護岸、道路、自動車駐車場

若しくは橋の新設若しくは

改良又は空港用地の造成若

しくは整備 

八 公営住

宅 

公営住宅法（昭和二十六年

法律第百九十三号）第二条

第五号に規定する公営住宅

の建設等 

十分の七・五 

九 住宅地

区改良 

住宅地区改良法（昭和三十

五年法律第八十四号）第二

条第六項に規定する改良住

宅の建設（当該建設のため

必要な土地の取得及びその

土地を宅地に造成すること

を含む。） 

十分の七・五 

十 ごみ処

理施設 

廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和四十五年法

律第百三十七号）第八条第

一項に規定するごみ処理施

設の設置 

十分の五 

十一 下水道 下水道法（昭和三十三年法

律第七十九号）第二条第三

号に規定する公共下水道の

設置又は改築 

十分の六（終末処理場の設置又は

改築に要する費用で国土交通大臣

が定めるものにあつては、三分の

二） 

  下水道法第二条第四号に規

定する流域下水道の設置又

は改築 

三分の二（終末処理場の設置又は

改築に要する費用で国土交通大臣

が定めるものにあつては、十分の

七・五） 

十二 消防施

設 

消防施設強化促進法（昭和

二十八年法律第八十七号）

第三条に規定する消防の用

に供する機械器具及び設備

の購入又は設置 

十分の五・五 

十三 児童福

祉施設 

児童福祉法

（昭和二十

二年法律第

百 六 十 四

号）第七条

第一項に規

定する児童

福祉施設の

整備 

(一) 助産施

設、母子生

活支援施設

及び保育所

に係るもの 

十分の七・五 

   (二) 乳児院

及び知的障

害児施設に

係るもの 

三分の二 



   (三) 重症心

身障害児施

設に係るも

の 

十分の八 

十四 義務教

育施設

等 

公立の義務

教育諸学校

等の施設費

の国庫負担

等に関する

法律第二条

第一項に規

定する義務

教育諸学校

に係る建物

（同条第二

項に規定す

る建物をい

う。以下同

じ。）の整

備 

(一) 義務教

育諸学校等

の施設費の

国庫負担等

に関する法

律第三条第

一項第一号

から第三号

までに該当

する建物に

係るもの 

十分の八・五 

   (二) 義務教

育諸学校等

の施設費の

国庫負担等

に関する法

律第三条第

一項第四号

に該当する

建物に係る

もの及び構

造上危険な

状態にある

建物の改築 

十分の七・五 

  公立の義務教育諸学校等の

施設費の国庫負担等に関す

る法律第二条第一項に規定

する義務教育諸学校に係る

水泳プールの整備 

十分の七・五 

  公立の中学校（中等教育学

校の前期課程及び特別支援

学校の中学部を含む。以下

同じ。）に係る産業教育振

興法（昭和二十六年法律第

二百二十八号）第二条に規

定する産業教育のための設

備の整備 

十分の七・五 

  公立の小学校（特別支援学

校の小学部を含む。以下同

十分の七・五 



じ。）及び中学校に係る理

科教育振興法（昭和二十八

年法律第百八十六号）第二

条に規定する理科教育のた

めの設備の整備 

  へき
、、

地教育

振興法（昭

和二十九年

法律第百四

十三号）第

三条第二号

及び第三号

に規定する 

住宅及び施

設（同法第

四条第一項

第四号の規

定によるも

のを含む。

以 下 同

じ。）の整

備 

(一) 住宅に

係るもの 

十分の七・五 

   (二) 施設に

係るもの 

三分の二 

  公立の小学校及び中学校に

係る学校給食法（昭和二十

九年法律第百六十号）第三

条第一項に規定する学校給

食の開設に必要な施設の整

備 

十分の七・五 

十五 高等学

校教育

施設等 

公立の高等学校等に係る建

物の整備 

三分の二 

  公立の高等学校等に係る産

業教育振興法第二条に規定

する産業教育のための施設

又は設備の整備 

十分の六 

  公立の高等学校等に係る理

科教育振興法第二条に規定

する理科教育のための設備

の整備 

十分の七・五 

十六 海岸 海岸法（昭和三十一年法律

第百一号）第二条第一項に

規定する海岸保全施設の新

設又は改良に関する工事

で、同法第四十条第一項に

規定する主務大臣が施行す

十分の九・五（海岸法第四十条第

一項に規定する主務大臣以外の者

の行う事業にあつては、十分の

九） 



るもの及び海岸管理者が施

行するもので政令で定める

もの 

 （奄美群島振興開発特別措置法の一部改正） 

第二条 奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  目次中「第六条の十三」を「第六条の十四」に改める。 

  第六条第一項中「で政令で定めるもの」及び「の範囲内で政令で定める割合」を削り、

同条第二項中「前項の政令で定める」を「別表に掲げる」に、「同項」を「前項」に改

め、同条に次の一項を加える。 

 ７ 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第七条第九項から第十三項までの規定

は、奄美群島について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

  第六条の二の次に次の一条を加える。 

  （離島振興法の準用） 

 第六条の二の二 離島振興法第九条の二から第九条の十九までの規定は、奄美群島につ

いて準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

  第六条の四に次の一項を加える。 

 ２ 離島振興法第十二条第二項の規定は、奄美群島について準用する。 

  第六条の十二の次に次の一条を加える。 

  （税制上の措置） 

 第六条の十二の二 国は、第六条の二の二において準用する離島振興法第九条の十二に

定めるもののほか、第一条の目的の達成に資するため、租税特別措置法（昭和三十二

年法律第二十六号）の定めるところにより、奄美群島の振興開発に必要な措置を講ず

るものとする。 

  第二章中第六条の十三の次に次の一条を加える。 

  （離島振興法の準用） 

 第六条の十四 離島振興法第二十条の二の規定は、奄美群島について準用する。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第六条関係） 

項 事 業 の 区 分 国庫の負担又は補助の割合の範囲 

一 農業試

験研究

施設 

農業改良助長法（昭和二十

三年法律第百六十五号）第

二条第二号に規定する試験

研究施設の設置 

十分の九・五 

二 土地改

良 

土地改良

法（昭和

(一) 土地改

良法第八十

十分の九（ため池の新設、廃止又は

変更の工事を含む事業（農業用用排



二十四年

法律第百

九 十 五

号）第二

条第二項

に規定す

る土地改

良事業で

国が行う

もの 

五 条 第 一

項、第八十

五条の二第

一項又は第

八十五条の

三第一項若

しくは第六

項の申請に

より行う農

業用用排水

施 設 の 新

設、管理、

廃止又は変

更 

水施設の軽微な変更の事業で農林水

産大臣の指定するものを除く。以下

この項において同じ。）であるとき

は、当該ため池の工事に係る費用に

相当する部分にあつては、十分の

九・五、小規模の農業用の用水施設

（ため池を除く。）の新設、廃止又

は変更の工事で農林水産大臣の指定

するものを含む事業であるときは、

当該用水施設の工事に係る費用に相

当する部分にあつては、十分の八） 

   (二) 土地改

良法第八十

五 条 第 一

項、第八十

五条の二第

一項又は第

八十五条の

三第一項若

しくは第六

項の申請に

より行う同

法第二条第

二項第一号

において土

地改良施設

の新設、管

理、廃止又

は変更に含

まれるもの

とされた事

業 

十分の九（ため池の新設又は変更の

工事を含む事業であるときは、十分

の九・五）を超えず、かつ、十分の

七を下らない範囲内で農林水産大臣

が定める割合 

   (三) 土地改

良法第八十

五条の四第

一項の申請

により行う

農用地の造

成（主とし

て家畜の放

牧の目的又

は養畜の業

務のための

採草の目的

に供される

十分の七・五を超えず、かつ、十分

の七を下らない範囲内で農林水産大

臣が定める割合 



農用地の造

成を目的と

するものに

限る。） 

  土地改良法第二条第二項に

規定する土地改良事業で地

方公共団体その他政令で定

める者が行うもの 

土地改良法第百二十六条の政令で沖

縄県の区域内において行う土地改良

事業について定める割合と同一の割

合 

三 林業施

設 

森 林 法

（昭和二

十六年法

律第二百

四 十 九

号）第四

十一条第

三項に規

定する保

安施設事

業（保安

林整備事

業として

行われる

ものを除

く。） 

(一) 森林法

第二十五条

第一項第一

号から第三

号までに掲

げる目的を

達成するた

めに行われ

るもの 

災害による土砂の崩壊等の危険な状

況に対処するために緊急治山事業と

して行われるもの（以下「緊急治山

事業」という。）以外のものにあつ

ては十分の九・五（国以外の者の行

う事業にあつては、十分の九）、緊

急治山事業にあつては十分の十 

   (二) 森林法

第二十五条

第一項第四

号から第七

号までに掲

げる目的を

達成するた

めに行われ

るもの 

十分の八 

四 漁港 漁港漁場整備法（昭和二十

五年法律第百三十七号）第

三条第一号に規定する基本

施設及び同条第二号に規定

する機能施設のうち輸送施

設又は漁港施設用地（公共

施設用地に限る。）の修築

事業 

十分の九・五（国以外の者の行う事

業にあつては、十分の九（水産業協

同組合が施行するものにあつては、

十分の十）） 

五 道路 一般国道 (一) 新設若

しくは改築

（いずれも

( 二 ) 及 び

(三)に掲げ

るものを除

く。）又は

十分の九・五（国土交通大臣以外の

者の行う事業にあつては、十分の

九） 



道路法（昭

和二十七年

法律第百八

十号）第十

三条第一項

に規定する

指定区間外

の一般国道

の修繕 

   (二) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

（昭和二十

九年法律第

百十九号）

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも都市

再 開 発 法

（昭和四十

四年法律第

三十八号）

による市街

地再開発事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の八 

  県道 (一) 新設若

しくは改築

（いずれも

( 三 ) 及 び

(四)に掲げ

るもの並び

に交通安全

施設等整備

事業の推進

に関する法

律（昭和四

十一年法律

第 四 十 五

号）第二条

第三項（第

十分の九 



一 号 を 除

く。）に規

定する交通

安全施設等

整 備 事 業

（以下「交

通安全施設

等 整 備 事

業 」 と い

う。）とし

て行われる

も の を 除

く。）又は

修繕 

   ( 二 )  改 築

（交通安全

施設等整備

事業として

行われるも

ので政令で

定めるもの

に限る。） 

十分の八 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

   (四) 新設又

は改築（い

ずれも都市

再開発法に

よる市街地

再開発事業

に係るもの

に限る。） 

十分の八 

  市町村道 (一) 新設又

は改築（い

ずれも(三)

及び(四)に

掲げるもの

並びに交通

安全施設等

整備事業と

して行われ

十分の八 



るものを除

く。） 

   ( 二 )  改 築

（交通安全

施設等整備

事業として

行われるも

ので政令で

定めるもの

に限る。） 

十分の八 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも道路

の交通に支

障を及ぼし

ている構造

上の原因の

一部を除去

するために

行う突角の

切取り、路

床の改良、

排水施設の

整備又は待

避所の設置

その他政令

で定めるも

の に 限

る。） 

三分の二 

   (四) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

六 港湾 港湾法（昭和二十五年法律

第二百十八号）第二条第五

項に規定する港湾施設（以

下「港湾施設」という。）

のうち水域施設及び外郭施

設の建設又は改良の工事 

十分の九 

  港湾施設のうち係留施設及

び臨港交通施設の建設又は

改良の工事 

十分の七・五（国土交通大臣がする

場合にあつては、十分の八） 



  港湾施設のうち公共の用に

供する港湾施設用地の建設

又は改良の工事 

十分の六（国土交通大臣がする場合

にあつては、三分の二） 

七 空港 空港法（昭和三十一年法律

第八十号）第五条第一項に

規定する地方管理空港に係

る同法第八条第一項及び第

四項に規定する工事 

十分の八 

八 公営住

宅 

公営住宅法（昭和二十六年

法律第百九十三号）第二条

第五号に規定する公営住宅

の建設等 

十分の七・五 

九 住宅地

区改良 

住宅地区改良法（昭和三十

五年法律第八十四号）第二

条第六項に規定する改良住

宅の建設（当該建設のため

必要な土地の取得及びその

土地を宅地に造成すること

を含む。） 

十分の七・五 

十 水道 水道法（昭和三十二年法律

第百七十七号）第三条第三

項に規定する簡易水道事業

の用に供する水道施設の新

設又は増設 

十分の五 

十一 し尿処

理施設

及びご

み処理

施設 

廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和四十五年法

律第百三十七号）第八条第

一項に規定するし尿処理施

設及びごみ処理施設の設置 

十分の五 

十二 下水道 下水道法（昭和三十三年法

律第七十九号）第二条第三

号に規定する公共下水道の

設置又は改築 

十分の六（終末処理場の設置又は改

築に要する費用で国土交通大臣が定

めるものにあつては、三分の二） 

  下水道法第二条第四号に規

定する流域下水道の設置又

は改築 

三分の二（終末処理場の設置又は改

築に要する費用で国土交通大臣が定

めるものにあつては、十分の七・

五） 

十三 児童福

祉施設 

児童福祉

法（昭和

二十二年

法律第百

六 十 四

号）第七

条第一項

に規定す

る児童福

祉施設の

(一) 助産施

設、母子生

活支援施設

及び保育所

に係るもの 

十分の七・五 



整備 

   (二) 乳児院

及び知的障

害児施設に

係るもの 

三分の二 

   (三) 重症心

身障害児施

設に係るも

の 

十分の八 

十四 義務教

育施設

等 

公立の義

務教育諸

学校等の

施設費の

国庫負担

等に関す

る 法 律

（昭和三

十三年法

律第八十

一号）第

二条第一

項に規定

する義務

教育諸学

校に係る

建物（同

条第二項

に規定す

る建物を

いう。以

下 同

じ。）の

整備 

(一) 義務教

育諸学校等

の施設費の

国庫負担等

に関する法

律第三条第

一項第一号

から第三号

までに該当

する建物に

係るもの 

十分の八・五 

   (二) 義務教

育諸学校等

の施設費の

国庫負担等

に関する法

律第三条第

一項第四号

に該当する

建物に係る

もの及び構

造上危険な

状態にある

建物の改築 

十分の七・五 

  公立の義務教育諸学校等の

施設費の国庫負担等に関す

十分の七・五 



る法律第二条第一項に規定

する義務教育諸学校に係る

水泳プールの整備 

  公立の中学校（中等教育学

校の前期課程及び特別支援

学校の中学部を含む。以下

同じ。）に係る産業教育振

興法（昭和二十六年法律第

二百二十八号）第二条に規

定する産業教育のための設

備の整備 

十分の七・五 

  公立の小学校（特別支援学

校の小学部を含む。以下同

じ。）及び中学校に係る理

科教育振興法（昭和二十八

年法律第百八十六号）第二

条に規定する理科教育のた

めの設備の整備 

十分の七・五 

  へき
、、

地教

育振興法

（昭和二

十九年法

律第百四

十三号）

第三条第

二号及び

第三号に

規定する 

住宅及び

施設（同

法第四条

第一項第

四号の規

定による

ものを含

む。以下

同じ。）

の整備 

(一) 住宅に

係るもの 

十分の七・五 

   (二) 施設に

係るもの 

三分の二 

  公立の小学校及び中学校に

係る学校給食法（昭和二十

九年法律第百六十号）第三

条第一項に規定する学校給

食の開設に必要な施設の整

備 

十分の七・五 

十五 高等学 公立の高等学校等に係る建 三分の二 



校教育

施設等 

物の整備 

  公立の高等学校等に係る産

業教育振興法第二条に規定

する産業教育のための施設

又は設備の整備 

十分の六 

  公立の高等学校等に係る理

科教育振興法第二条に規定

する理科教育のための設備

の整備 

十分の七・五 

十六 砂防設

備 

砂防法（明治三十年法律第

二十九号）第一条に規定す

る砂防工事 

鹿児島県知事又は市町村長が施行す

る場合にあつては三分の二（災害に

よる土砂の崩壊等の危険な状況に対

処するために施行する緊急砂防事業

（以下「緊急砂防事業」という。）

に係るものにあつては十分の八・

五、再度災害を防止するために施行

する砂防工事であつて緊急砂防事業

に係るもの以外のものにあつては十

分の七）、国土交通大臣が施行する

場合にあつては十分の八（緊急砂防

事業に係るものにあつては、十分の

八・五） 

十七 海岸 海岸法（昭和三十一年法律

第百一号）第二条第一項に

規定する海岸保全施設の新

設又は改良に関する工事

で、同法第四十条第一項に

規定する主務大臣が施行す

るもの及び海岸管理者が施

行するもので政令で定める

もの 

十分の九・五（海岸法第四十条第一

項に規定する主務大臣以外の者の行

う事業にあつては、十分の九） 

十八 地すべ

り防止

施設 

地すべり等防止法（昭和三

十三年法律第三十号）第二

条第四項に規定する地すべ

り防止工事で、渓流（山間

部におけるその直下流を含

む。以下同じ。）において

施行するもの及びこれと一

体となつて直接渓流に土砂

を排出することを防止する

ために施行するもの 

鹿児島県知事が施行する場合にあつ

ては三分の二（災害による土砂の崩

壊等の危険な状況に対処するために

施行する緊急地すべり対策事業（以

下「緊急地すべり対策事業」とい

う。）に係るものにあつては十分の

八、再度災害を防止するために施行

する地すべり防止工事であつて緊急

地すべり対策事業に係るもの以外の

ものにあつては十分の七）、地すべ

り等防止法第五十一条第一項に規定

する主務大臣が施行する場合にあつ

ては十分の七・五（緊急地すべり対

策事業に係るものにあつては、十分

の八） 



十九 河川 河川法（昭和三十九年法律

第百六十七号）第五条第一

項に規定する二級河川の改

良工事（同法第十六条の三

第一項の規定による協議に

基づき市町村長が行うもの

を除く。）で政令で定める

もの 

十分の六 

 （小笠原諸島振興開発特別措置法の一部改正） 

第三条 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第六条第一項中「政令で定めるもの」を「別表に掲げるもの」に改め、「経費につい

て」の下に「国が負担し又は補助する割合」を加え、「政令で定めるところにより、予

算の範囲内で、関係地方公共団体その他の者に対して、当該法令に定める国庫の負担割

合又は補助割合を超えて、その全部又は一部を負担し、又は補助することができる」を

「同表に掲げる割合とする」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ３ 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第七条第九項から第十三項までの規定

は、小笠原諸島について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  第八条の二の次に次の一条を加える。 

  （離島振興法の準用） 

 第八条の三 離島振興法第九条の二から第九条の十九までの規定は、小笠原諸島につい

て準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

  第十三条の二に次の一項を加える。 

 ２ 離島振興法第十二条第二項の規定は、小笠原諸島について準用する。 

  第十六条の次に次の二条を加える。 

  （税制上の措置） 

 第十六条の二 国は、第八条の三において準用する離島振興法第九条の十二及び前二条

に定めるもののほか、第一条の目的の達成に資するため、租税特別措置法の定めると

ころにより、小笠原諸島の振興開発に必要な措置を講ずるものとする。 

  （離島振興法の準用） 

 第十六条の三 離島振興法第二十条の二の規定は、小笠原諸島について準用する。 

  第二十一条中「（昭和二十八年法律第七十二号）」を削る。 

  附則の次に次の別表を加える。 

 別表（第六条関係） 

項 事 業 の 区 分 国庫の負担又は補助の割合の範囲 

一 農業試 農業改良助長法（昭和二十 十分の九・五 



験研究

施設 

三年法律第百六十五号）第

二条第二号に規定する試験

研究施設の設置 

二 土地改

良 

土地改良法

第二条第二

項に規定す

る土地改良

事業で国が

行うもの 

(一) 土地改

良法第八十

五 条 第 一

項、第八十

五条の二第

一項又は第

八十五条の

三第一項若

しくは第六

項の申請に

より行う農

業用用排水

施 設 の 新

設、管理、

廃止又は変

更 

十分の九（ため池の新設、廃止又は

変更の工事を含む事業（農業用用排

水施設の軽微な変更の事業で農林水

産大臣の指定するものを除く。以下

この項において同じ。）であるとき

は、当該ため池の工事に係る費用に

相当する部分にあつては、十分の

九・五、小規模の農業用の用水施設

（ため池を除く。）の新設、廃止又

は変更の工事で農林水産大臣の指定

するものを含む事業であるときは、

当該用水施設の工事に係る費用に相

当する部分にあつては、十分の八） 

   (二) 土地改

良法第八十

五 条 第 一

項、第八十

五条の二第

一項又は第

八十五条の

三第一項若

しくは第六

項の申請に

より行う同

法第二条第

二項第一号

において土

地改良施設

の新設、管

理、廃止又

は変更に含

まれるもの

とされた事

業 

十分の九（ため池の新設又は変更の

工事を含む事業であるときは、十分

の九・五）を超えず、かつ、十分の

七を下らない範囲内で農林水産大臣

が定める割合 

   (三) 土地改

良法第八十

五条の四第

一項の申請

により行う

農用地の造

成（主とし

て家畜の放

十分の七・五を超えず、かつ、十分

の七を下らない範囲内で農林水産大

臣が定める割合 



牧の目的又

は養畜の業

務のための

採草の目的

に供される

農用地の造

成を目的と

するものに

限る。） 

  土地改良法第二条第二項に

規定する土地改良事業で地

方公共団体その他政令で定

める者が行うもの 

土地改良法第百二十六条の政令で沖

縄県の区域内において行う土地改良

事業について定める割合と同一の割

合 

三 林業施

設 

森林法（昭

和二十六年

法律第二百

四十九号）

第四十一条

第三項に規

定する保安

施 設 事 業

（保安林整

備事業とし

て行われる

も の を 除

く。） 

(一) 森林法

第二十五条

第一項第一

号から第三

号までに掲

げる目的を

達成するた

めに行われ

るもの 

災害による土砂の崩壊等の危険な状

況に対処するために緊急治山事業と

して行われるもの（以下「緊急治山

事業」という。）以外のものにあつ

ては十分の九・五（国以外の者の行

う事業にあつては、十分の九）、緊

急治山事業にあつては十分の十 

   (二) 森林法

第二十五条

第一項第四

号から第七

号までに掲

げる目的を

達成するた

めに行われ

るもの 

十分の八 

四 漁港 漁港漁場整備法（昭和二十

五年法律第百三十七号）第

三条第一号に規定する基本

施設及び同条第二号に規定

する機能施設のうち輸送施

設又は漁港施設用地（公共

施設用地に限る。）の修築

事業 

十分の九・五（国以外の者の行う事

業にあつては、十分の九（水産業協

同組合が施行するものにあつては、

十分の十）） 

五 道路 一般国道 (一) 新設若

しくは改築

（いずれも

( 二 )及 び

(三)に掲げ

十分の九・五（国土交通大臣以外の

者の行う事業にあつては、十分の

九） 



るものを除

く。）又は

道路法（昭

和二十七年

法律第百八

十号）第十

三条第一項

に規定する

指定区間外

の一般国道

の修繕 

   (二) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

（昭和二十

九年法律第

百十九号）

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。) 

十分の九 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも都市

再 開 発 法

（昭和四十

四年法律第

三十八号）

による市街

地再開発事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の八 

  都道 (一) 新設若

しくは改築

（いずれも

( 三 )及 び

(四)に掲げ

るもの並び

に交通安全

施設等整備

事業の推進

に関する法

律（昭和四

十一年法律

第 四 十 五

十分の九 



号）第二条

第三項（第

一 号 を 除

く。）に規

定する交通

安全施設等

整 備 事 業

（以下「交

通安全施設

等 整 備 事

業 」 と い

う。）とし

て行われる

も の を 除

く。）又は

修繕 

   (二 )  改築

（交通安全

施設等整備

事業として

行われるも

ので政令で

定めるもの

に限る。） 

十分の八 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

   (四) 新設又

は改築（い

ずれも都市

再開発法に

よる市街地

再開発事業

に係るもの

に限る。） 

十分の八 

  村道 (一) 新設又

は改築（い

ずれも(三)

及び(四)に

掲げるもの

並びに交通

安全施設等

十分の八 



整備事業と

して行われ

るものを除

く。） 

   (二 )  改築

（交通安全

施設等整備

事業として

行われるも

ので政令で

定めるもの

に限る。） 

十分の八 

   (三) 新設又

は改築（い

ずれも道路

の交通に支

障を及ぼし

ている構造

上の原因の

一部を除去

するために

行う突角の

切取り、路

床の改良、

排水施設の

整備又は待

避所の設置

その他政令

で定めるも

の に 限

る。） 

三分の二 

   (四) 新設又

は改築（い

ずれも土地

区画整理法

による土地

区画整理事

業に係るも

の に 限

る。） 

十分の九 

六 港湾 港湾法（昭和二十五年法律

第二百十八号）第二条第五

項に規定する港湾施設のう

ち水域施設及び外郭施設の

建設又は改良 

十分の九 

  港湾法第二条第五項に規定

する港湾施設のうち係留施

設及び臨港交通施設の建設

十分の六 



又は改良 

七 公営住

宅 

公営住宅法（昭和二十六年

法律第百九十三号）第二条

第五号に規定する公営住宅

の建設等 

十分の七・五 

八 住宅地

区改良 

住宅地区改良法（昭和三十

五年法律第八十四号）第二

条第六項に規定する改良住

宅の建設（当該建設のため

必要な土地の取得及びその

土地を宅地に造成すること

を含む。） 

十分の七・五 

九 簡易水

道 

水道法（昭和三十二年法律

第百七十七号）第三条第三

項に規定する簡易水道事業

の用に供する水道施設の新

設又は増設 

十分の五 

十 ごみ処

理施設 

廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和四十五年法

律第百三十七号）第八条第

一項に規定するごみ処理施

設の設置 

十分の五 

十一 下水道 下水道法（昭和三十三年法

律第七十九号）第二条第三

号に規定する公共下水道の

設置又は改築 

十分の六（終末処理場の設置又は改

築に要する費用で国土交通大臣が定

めるものにあつては、三分の二） 

十二 児童福

祉施設 

児童福祉法

（昭和二十

二年法律第

百 六 十 四

号）第七条

第一項に規

定する児童

福祉施設の

整備 

(一) 助産施

設、母子生

活支援施設

及び保育所

に係るもの 

十分の七・五 

   (二) 乳児院

及び知的障

害児施設に

係るもの 

三分の二 

   (三) 重症心

身障害児施

設に係るも

の 

十分の八 

十三 義務教

育施設

等 

公立の義務

教育諸学校

等の施設費

の国庫負担

(一) 義務教

育諸学校等の

施設費の国庫

負担等に関す

十分の八・五 



等に関する

法律（昭和

三十三年法

律第八十一

号）第二条

第一項に規

定する義務

教育諸学校

に係る建物

（同条第二

項に規定す

る建物をい

う。以下同

じ。）の整

備 

る法律第三条

第一項第一号

から第三号ま

でに該当する

建物に係るも

の 

   (二) 義務教

育諸学校等

の施設費の

国庫負担等

に関する法

律第三条第

一項第四号

に該当する

建物に係る

もの及び構

造上危険な

状態にある

建物の改築 

十分の七・五 

  公立の義務教育諸学校等の

施設費の国庫負担等に関す

る法律第二条第一項に規定

する義務教育諸学校に係る

水泳プールの整備 

十分の七・五 

  公立の中学校（中等教育学

校の前期課程及び特別支援

学校の中学部を含む。以下

同じ。）に係る産業教育振

興法（昭和二十六年法律第

二百二十八号）第二条に規

定する産業教育のための設

備の整備 

十分の七・五 

  公立の小学校（特別支援学

校の小学部を含む。以下同

じ。）及び中学校に係る理

科教育振興法（昭和二十八

年法律第百八十六号）第二

条に規定する理科教育のた

めの設備の整備 

十分の七・五 



  へき
、、

地教育

振興法（昭

和二十九年

法律第百四

十三号）第

三条第二号

及び第三号

に規定する

住宅及び施

設（同法第

四条第一項

第四号の規

定によるも

のを含む。

以 下 同

じ。）の整

備 

(一) 住宅に

係るもの 

十分の七・五 

   (二) 施設に

係るもの 

三分の二 

  公立の小学校及び中学校に

係る学校給食法（昭和二十

九年法律第百六十号）第三

条第一項に規定する学校給

食の開設に必要な施設の整

備 

十分の七・五 

十四 高等学

校教育

施設等 

公立の高等学校等に係る建

物の整備 

三分の二 

  公立の高等学校等に係る産

業教育振興法第二条に規定

する産業教育のための施設

又は設備の整備 

十分の六 

  公立の高等学校等に係る理

科教育振興法第二条に規定

する理科教育のための設備

の整備 

十分の七・五 

十五 海岸 海岸法（昭和三十一年法律

第百一号）第二条第一項に

規定する海岸保全施設の新

設又は改良に関する工事

で、同法第四十条第一項に

規定する主務大臣が施行す

るもの及び海岸管理者が施

行するもので政令で定める

もの 

十分の九・五（海岸法第四十条第一

項に規定する主務大臣以外の者の行

う事業にあつては、十分の九） 

 （沖縄振興特別措置法の一部改正） 

第四条 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）の一部を次のように改正する。 



  目次中「第百十条」を「第百十条の二」に改める。 

  第九十一条に次の一項を加える。 

 ２ 離島振興法第十二条第二項の規定は、離島について準用する。 

  第百五条に次の一項を加える。 

 ９ 離島振興法第七条第十項から第十三項までの規定は、離島について準用する。この

場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第八章中第百十条の次に次の一条を加える。 

  （離島振興法の準用） 

 第百十条の二 離島振興法第二十条の二の規定は、離島について準用する。 

 （租税特別措置法の一部改正） 

第五条 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正する。 

  第十二条第一項の表中第四号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号を第三号と

し、第一号の次に次の一号を加える。 

二 次に掲げる地

区又は地域 

 イ 離島振興法

第二条第一項

の規定により

離島振興対策

実施地域とし

て指定された

地区 

 ロ 奄美群島振

興開発特別措

置法（昭和二

十九年法律第

百八十九号）

第一条に規定

する奄美群島 

 ハ 小笠原諸島

振興開発特別

措置法（昭和

四十四年法律

第七十九号）

第二条第一項

に規定する小

笠原諸島の地

域 

 ニ 沖縄振興特

別措置法第三

条第三号に規

定する離島の

地域 

石油のうち政令で

定めるものの販売

の事業 

機械及び装置、建

物及びその附属設

備並びに構築物の

うち、政令で定め

るもの 

百分の十（建物及

びその附属設備並

びに構築物につい

ては、百分の六） 



  第四十二条の九の見出し中「沖縄の」を削り、同条第一項中「平成十四年四月一日か

ら平成二十四年三月三十一日までの期間のうち」を削り、同項の表中第五号を第八号と

し、第一号から第四号までを三号ずつ繰り下げ、同表に第一号から第三号までとして次

の三号を加える。 

一 離島振興法第九

条の四に規定する

同意観光振興計画

において同法第九

条の二第三項第一

号に規定する観光

振興地域として定

められている地区 

同法第九条の十二

第一項に規定する

特定民間観光関連

施設の設置又は運

営に関する事業 

当該特定民間観光

関連施設に含まれ

る機械及び装置、

建物及びその附属

設備並びに構築物

のうち、政令で定

めるもの 

百分の十五（建物

及びその附属設備

並びに構築物につ

いては、百分の

八） 

二 奄美群島振興開

発特別措置法第六

条の二の二におい

て準用する離島振

興法（以下この号

において「準用離

島振興法」とい

う。）第九条の四

に規定する同意観

光振興計画におい

て準用離島振興法

第九条の二第三項

第一号に規定する

観光振興地域とし

て定められている

地区 

準用離島振興法第

九条の十二第一項

に規定する特定民

間観光関連施設の

設置又は運営に関

する事業 

当該特定民間観光

関連施設に含まれ

る機械及び装置、

建物及びその附属

設備並びに構築物

のうち、政令で定

めるもの 

百分の十五（建物

及びその附属設備

並びに構築物につ

いては、百分の

八） 

三 小笠原諸島振興

開発特別措置法第

八条の三において

準用する離島振興

法（以下この号に

おいて「準用離島

振 興 法 」 と い

う。）第九条の四

に規定する同意観

光振興計画におい

て準用離島振興法

第九条の二第三項

第一号に規定する

観光振興地域とし

て定められている

地区 

準用離島振興法第

九条の十二第一項

に規定する特定民

間観光関連施設の

設置又は運営に関

する事業 

当該特定民間観光

関連施設に含まれ

る機械及び装置、

建物及びその附属

設備並びに構築物

のうち、政令で定

めるもの 

百分の十五（建物

及びその附属設備

並びに構築物につ

いては、百分の

八） 

  第四十二条の九第七項中「沖縄の」を削る。 

  第四十五条第一項の表中第四号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号を第三号



とし、第一号の次に次の一号を加える。 

二 次に掲げる地

区又は地域 

 イ 離島振興法

第二条第一項

の規定により

離島振興対策

実施地域とし

て指定された

地区 

 ロ 奄美群島振

興開発特別措

置法第一条に

規定する奄美

群島 

 ハ 小笠原諸島

振興開発特別

措置法第二条

第一項に規定

する小笠原諸

島の地域 

 ニ 沖縄振興特

別措置法第三

条第三号に規

定する離島の

地域 

石油のうち政令で

定めるものの販売

の事業 

機械及び装置、建

物及びその附属設

備並びに構築物の

うち、政令で定め

るもの 

百分の十（建物及

びその附属設備並

びに構築物につい

ては、百分の六） 

  第六十八の十三の見出し中「沖縄の」を削り、同条第一項中「平成十四年四月一日か

ら平成二十四年三月三十一日までの期間のうち」を削り、同条第八項中「沖縄の」を削

る。 

  第九十条の八第一項中「（昭和二十九年法律第百八十九号）」を削る。 

  第九十条の九第一項中「平成二十三年三月三十一日」を「平成二十五年三月三十一

日」に、「一万九千五百円」を「一万三千円」に改め、同条第二項から第六項までの規

定中「平成二十三年三月三十一日」を「平成二十五年三月三十一日」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第一条中離島振興法第九条の次に十八条を加える改正規定

（同法第九条の十二及び第九条の十三に係る部分に限る。）及び第五条並びに附則第三

条から第八条までの規定は、平成二十三年四月一日から施行する。 

 （国の負担等に関する経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の離島振興法（以下「新離島振興法」という。）第七

条第九項から第十三項まで（第二条の規定による改正後の奄美群島振興開発特別措置法



（以下「新奄美法」という。）第六条第七項、第三条の規定による改正後の小笠原諸島

振興開発特別措置法（以下「新小笠原法」という。）第六条第三項及び第四条の規定に

よる改正後の沖縄振興特別措置法第百五条第九項においてこれらの規定（同項にあって

は、新離島振興法第七条第九項の規定を除く。）を準用する場合を含む。）及び別表の

規定、新奄美法別表の規定並びに新小笠原法第六条第一項及び別表の規定は、平成二十

二年度の予算に係る国の負担若しくは補助又は交付金の交付（以下「負担等」とい

う。）（平成二十一年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成二十二年度以降の

年度に支出すべきものとされた国の負担等を除く。）から適用し、平成二十一年度以前

の年度の国庫債務負担行為に基づき平成二十二年度以降の年度に支出すべきものとされ

た国の負担等及び平成二十一年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担等で平成二十二

年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。 

 （租税特別措置法の一部改正に伴う所得税の特例に関する経過措置の原則） 

第三条 第五条の規定による改正後の租税特別措置法（以下「新租税特別措置法」とい

う。）第二章の規定は、別段の定めがあるものを除くほか、平成二十三年分以後の所得

税について適用し、平成二十二年分以前の所得税については、なお従前の例による。 

 （個人の特別償却に関する経過措置） 

第四条 新租税特別措置法第十二条第一項（同項の表の第二号に係る部分に限る。）の規

定は、個人が附則第一条ただし書に規定する規定の施行の日（以下「一部施行日」とい

う。）以後に取得等（取得又は製作若しくは建設をいう。以下同じ。）をする同項に規

定する工業用機械等について適用する。 

 （租税特別措置法の一部改正に伴う法人税の特例に関する経過措置の原則） 

第五条 新租税特別措置法第三章の規定は、別段の定めがあるものを除くほか、法人（法

人税法（昭和四十年法律第三十四号）第二条第八号に規定する人格のない社団等を含む。

以下同じ。）の一部施行日以後に開始する事業年度分の法人税及び連結親法人又は当該

連結親法人による連結完全支配関係にある連結子法人の一部施行日以後に開始する連結

事業年度分の法人税について適用し、法人の一部施行日前に開始した事業年度分の法人

税及び連結親法人又は当該連結親法人による連結完全支配関係にある連結子法人の一部

施行日前に開始した連結事業年度分の法人税については、なお従前の例による。 

 （法人の特別償却に関する経過措置） 

第六条 新租税特別措置法第四十五条第一項（同項の表の第二号に係る部分に限る。）の

規定は、法人が一部施行日以後に取得等をする同項に規定する工業用機械等について適

用する。 

 （連結法人の特別償却に関する経過措置） 

第七条 新租税特別措置法第六十八条の二十七第一項（新租税特別措置法第四十五条第一

項の表の第二号に係る部分に限る。）の規定は、連結親法人又は当該連結親法人による

連結完全支配関係にある連結子法人が一部施行日以後に取得等をする新租税特別措置法



第六十八条の二十七第一項に規定する工業用機械等について適用する。 

 （特定離島路線航空機に積み込まれる航空機燃料に係る航空機燃料税の税率の特例に関

する経過措置） 

第八条 一部施行日前に課した、又は課すべきであった航空機燃料税については、なお従

前の例による。 

２ 一部施行日以後最初に航行する時において新租税特別措置法第九十条の九第一項に規

定する特定離島路線航空機である航空機に第五条の規定による改正前の租税特別措置法

（以下この条において「旧租税特別措置法」という。）第九十条の九第一項に規定する

税率により航空機燃料税が課された、又は課されるべき航空機燃料が現存する場合には、

その時に、当該航空機の現存する場所において、当該航空機燃料が当該航空機から取卸

しをされたものとみなし、かつ、新租税特別措置法第九十条の九第一項に規定する税率

により航空機燃料税が課されるべき航空機燃料が当該航空機に積み込まれたものとみな

す。この場合において、当該航空機燃料に対する航空機燃料税法（昭和四十七年法律第

七号）の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

３ 一部施行日以後最初に航行する時において新租税特別措置法第九十条の九第二項に規

定する一般国内航空機である航空機に旧租税特別措置法第九十条の九第一項に規定する

税率により航空機燃料税が課された、又は課されるべき航空機燃料が現存する場合には、

その時に、当該航空機の現存する場所において、当該航空機燃料が当該航空機から取卸

しをされたものとみなし、かつ、航空機燃料税法第十一条に規定する税率により航空機

燃料税が課されるべき航空機燃料が当該航空機に積み込まれたものとみなす。この場合

において、当該航空機燃料に対する同法の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

４ 一部施行日以後最初に航行する時において新租税特別措置法第九十条の八第一項に規

定する沖縄路線航空機である航空機に旧租税特別措置法第九十条の九第一項に規定する

税率により航空機燃料税が課された、又は課されるべき航空機燃料が現存する場合には、

その時に、当該航空機の現存する場所において、当該航空機燃料が当該航空機から取卸

しをされたものとみなし、かつ、新租税特別措置法第九十条の八第一項に規定する税率

により航空機燃料税が課されるべき航空機燃料が当該航空機に積み込まれたものとみな

す。この場合において、当該航空機燃料に対する航空機燃料税法の規定の適用に関し必

要な事項は、政令で定める。 

５ 一部施行日前にした行為及び第一項の規定によりなお従前の例によることとされる航

空機燃料税に係る一部施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

 （政令への委任） 

第九条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置は、政令で定める。 



 （検討） 

第十条 国は、平成二十五年三月三十一日までに、離島において住民が収入を確保し、住

み続けることができるようにするための施策、離島への企業を誘致するための租税の減

免その他の施策、外洋に存する離島が国防に果たしている役割を踏まえたこれらの離島

の振興のための施策その他離島の振興のための施策の在り方全般について、離島振興法

の抜本的な見直しを含め検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものと

する。 



     理 由 

 奄美群島、小笠原諸島及び沖縄の離島を含む離島について、その自立的発展を促進し、

島民の生活の安定及び福祉の向上を図るため、その振興のための施策を拡充する必要があ

る。これが、この法律案を提出する理由である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、平年度において、約二百三十二億円の支出増が、また、

約十億円の減収が、それぞれ見込まれる。 


